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　「賃金制度」を上手に機能させるためには、すくなくとも下記の３
つの仕組みを整備する必要があります。

（１）昇格基準
　「昇格基準」とは、現在の等級から上位の等級に上がる（昇格）た
めの基準のことです。「職務給」を導入した企業にとっては、この基
準が従業員にとって処遇を上げるための基準となります。
（２）職種転換基準
　処遇を上げるもう一つの方法としては、「役割評価」の高い職種へ
の転換が挙げられます。職種転換は、転換に伴って職務内容が大きく
変化するので「昇格基準」以上に整備が必要なものだと言えます。
（３）人材育成施策
　「職務給」を導入した企業では、人材育成に対して従来以上に力を
入れる必要があります。昇格や職種転換が処遇を高めるすべだとす
ると、どうしたら昇格できるか、職種転換ができるかという点に対
して、企業は人材育成の施策を示さなくてはなりません。ある企業で
は、職務給導入後、外部研修への応募が例年の 10倍以上に急増した
ケースもあるようです。従来以上に「昇格」や「職種転換」のために
一人一人が能力開発に高い関心を示すようになったことが理由です。
かくして能力開発や人材育成についての施策の整備が極めて重要で
す。

周辺施策の整備
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主な基準 昇格、職種転換基準（例）

人事評価

上司からの推薦

資格取得

教育研修の受講
（修了）

プレゼンテーション

昇格、職種転換基準例

人材育成の手段

“A評価を 2期連続で取得する”ことを昇格基準とする等、評価
結果を基準として採用する方法

“上司からの推薦”を条件とする方法

ある特定のライセンス（国家資格や認証資格等）の取得を条件
とする方法

会社が指定する研修を受講していることを条件とする方法

昇格・配置転換後の仕事のスタイルや心構え等を、経営層の前
でプレゼンし、その審査結果にて判断する方法

セミナー、研修 通信教育、自己啓発 仕事を通した人材育成

職場外教育
Off-JT

（Off the Job Training）

自己啓発
SD

（Self Development）

職場内教育
OJT

（On the Job Training）

【図表 13】周辺施策の整備
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